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令和２年度事業計画 

 

当センターは昭和 50 年の設立以来、住宅及び建築に関する総合的な支援機関として、

住宅相談の実施や住まいづくり事業、建築防災事業など多様な事業を展開することによ

り、良好な住宅の建設を促進するとともに、建築関係業界の健全な振興等に努めてきた。 

令和２年度も引き続き、公益目的事業の２つの柱である「ひょうご住まいサポートセン

ター事業」及び「住まいと建物の安全・安心事業」を適切に実施するとともに、これらの

事業を補完する「住まいと建物に関する総合的な支援事業」を推進する。 

 

１ 「ひょうご住まいサポートセンター事業」においては、住まいの相談や情報の提供、

古民家の再生支援等の事業を引き続き実施するほか、住宅のバリアフリー改修や耐震

改修、マンション管理に関する専門家を派遣するなど、住まいに関する県民サービス

の一層の充実を図る。 

 

２ 「住まいと建物の安全・安心事業」においては、住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の無

料登録審査やサービス付き高齢者向け住宅の登録審査事業、並びに建築物の安全・安心

を確保するため構造計算適合性判定や建築確認検査事業、地震による被害の軽減を図る

ための耐震診断改修計画評価や応急危険度判定士養成事業を推進し公益目的事業の充実

を図る。 

 

３ 「住まいと建物に関する総合的な支援事業」においては、新築住宅並びに既存住宅

のリフォームや売買に対し、安全・安心を担保する住宅瑕疵担保責任保険事業を適正

迅速に実施する。また「建築基準法」に規定する定期報告については、特定行政庁の

委託を受け円滑に推進するとともに、民間住宅の耐震化を推進する簡易耐震診断事業な

どに引き続き取り組み公益目的事業を補完する。 
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主要事業の実施計画 

 

Ⅰ  ひょうご住まいサポートセンター事業 

 １ ひょうご住まいサポートセンター事業 

兵庫県からの委託を受けて、住宅に関する各種相談や情報の提供、アドバイザー

の派遣、古民家の再生支援、長期優良住宅等の普及促進セミナーの開催など、住ま

いに関する幅広い県民サービスを行なう。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

事業収益 30,089 千円 29,034 千円 28,549 千円  

（定款第４条第１号事業） 

 

Ⅱ  住まいと建物の安全・安心事業 

１ 高齢者や防犯に配慮した住宅を登録・認定する事業 

（１）サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に関する業務 

「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づく指定登録機関として、高齢者

が安心して居住できるサービス付き住宅事業の審査登録業務を実施する。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

登録件数 46 件 53 件 69 件  

事業収益 4,490 千円 4,411 千円 4,319 千円  

（定款第４条第２号事業） 

 

（２）住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業の登録に関する業務 

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の促進に関する法律」に基づく指定登録機

関として、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の審査登録業務を実施する。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

登録件数 30 件 30 件 9 件  

事業収益 179 千円 174 千円 174 千円  

（定款第４条第２号事業） 

 

（３）防犯優良マンション認定事業 

兵庫県の「地域安全まちづくり条例」の趣旨に基づき、兵庫県防犯協会連合会及

び兵庫県防犯設備協会と共同で、優れた防犯性能を有するマンションを認定する事

業を実施する。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

認定件数 5 件 1 件 3 件  

事業収益 165 千円 219 千円 140 千円  

                                                    （定款第４条第２号事業） 
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２ 耐震診断改修計画評価に関する事業 

学識経験者や実務経験者から成る委員会を設置し、「建築物の耐震改修の促進に関

する法律」に基づく耐震診断や耐震改修計画が国の技術指針等に適合するかどうか

を評価する事業を実施する。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

評価件数 20 件 20 件 27 件  

事業収益 5,350 千円 5,317 千円 9,342 千円  

（定款第４条第６号事業） 

 

３ 被災建築物応急危険度判定に関する事業 

兵庫県からの委託を受けて、被災した建築物の余震等による倒壊や落下物等から生

じる二次災害を防止するために、危険度を判定・表示する応急危険度判定士の養成

等を行う講習会を開催する。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

受講者数 200 名 200 名 208 名  

事業収益 380 千円 398 千円 411 千円  

（定款第４条第６号事業） 

 

４ 建築確認検査に関する事業 

建築基準法に基づく指定確認検査機関として、建築確認検査業務を行うことにより、

良好な住宅の建設推進に寄与する。また、住宅金融支援機構との協定により、同機

構の住宅ローンに係る適合証明業務を実施する。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備考 

確認件数 175 件 185 件 330 件  

住宅金融支援機構審査件数 125 件 145 件 295 件  

完了検査 150 件 220 件 287 件  

事業収益 14,322 千円 15,618 千円 17,257 千円  

（定款第４条第７号事業） 

 

５ 構造計算適合性判定事業 

建築基準法に基づく指定構造計算適合性判定機関として、建築確認等に係る構造計

算適合性判定事業を実施する。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

判定棟数 630 棟 630 棟 700 棟  

事業収益 130,296 千円 130,296 千円 143,809 千円  

（定款第４条第７号事業） 
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Ⅲ  住まいと建物に関する総合的な支援事業 

１ 住宅瑕疵担保責任保険等に関する事業 

（１）住宅瑕疵担保責任保険 
住宅保証機構(株)の「まもりすまい保険」及び(株)日本住宅保証検査機構から「わ

が家の保険」を受託し、保険加入の申込受付や現場検査等を実施する。 

また、住宅リフォーム及び既存住宅売買に係る瑕疵担保責任保険も実施する。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

保険申込戸数 3,900 戸 4,500 戸 3,821 戸  

事業収益 33,000 千円 34,232 千円 36,469 千円  

（定款第４条第２号及び第８号事業） 

 

（２）すまい給付金申請受付 

  消費税率引上げに伴う負担軽減対策の一環として導入された国のすまい給付金

について、住宅保証機構(株)からの委託を受けて、申請窓口業務を実施する。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

受付件数 560 件 530 件 423 件  

事業収益 2,651 千円 2,501 千円 1,727 千円  

（定款第４条第９号事業） 

 

２ 特定建築物等の定期報告に関する事業 

「建築基準法」に規定する特定建築物等の定期報告制度を円滑に推進するため、特

定行政庁からの委託を受け、定期報告の通知や台帳整備等の業務を実施するととも

に、講習会等を開催する。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

通知件数 6,810 件 7,025 件 8,633 件  

報告件数 5,400 件 5,300 件 6,058 件  

講習会等受講者 250 名 225 名 335 名  

事業収益 57,268 千円 59,825 千円 72,100 千円  

（定款第４条第５号事業） 

 

３ 簡易耐震診断推進事業 

兵庫県が民間住宅の耐震化を促進するために実施する事業について、県下の各市町

からの委託を受け、設計事務所への調査依頼等を実施する。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

診断件数 900 件 890 件 1,068 件  

事業収益 31,140 千円 30,156 千円 38,278 千円  

（定款第４条第６号事業） 
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４ コンクリート工事の実務研修事業 

兵庫県の「コンクリート工法に関する指導要綱」に基づく研修実施機関として、工

事監理者及び工事施工管理者を対象とする実務研修会を開催する。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

修了者数 72 名 71 名 72 名  

事業収益 1,516 千円 1,446 千円 1,448 千円  

（定款第４条第３号事業） 

 

Ⅳ  その他事業 

１ 事務局受託事業 

（１）兵庫県木造住宅生産体制強化推進協議会事業 

住宅における省エネ技術の向上と中小工務店等による木造住宅生産体制を強化する

ため、住宅・建築関係団体等で構成する協議会の事務局として、住宅省エネルギー

技術者講習会の開催等を行う。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

事業収益 4,088 千円 4,328 千円 8,229 千円  

（定款第４条第３号事業） 

 

（２）ひょうご住まいづくり協議会事業 

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居や既存住宅ストック流通促進のた

め、兵庫県、県下全市町、住宅・不動産関係団体等で構成する協議会の事務局とし

て、住宅情報の提供や居住支援活動団体の育成等を行う。 

区 分 ２年度 元年度（見込） 30 年度 備  考 

事業収益 10,000 千円 7,339 千円 5,642 千円  

（定款第４条第１号事業） 

 

 



(単位：円)

Ⅰ 一般正味財産増減の部
 1 経常増減の部
 (1)経常収益
  1 基本財産運用益

基本財産受取利息 60,000 60,000 0
  2 特定資産運用益

特定資産受取利息 16,000 18,000 △ 2,000
  3 事業収益

ひょうご住まいｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業収益 30,089,000 30,409,000 △ 320,000
住まいと建物の安全・安心事業収益 155,182,000 167,229,000 △ 12,047,000
住まいと建物に関する総合的な支援事業収益 126,007,000 125,371,000 636,000

     その他の収益その他事業収益 4,088,000 1,260,000 2,828,000
  4 受取補助金等

受取国庫補助金 10,000,000 17,000,000 △ 7,000,000
  5 雑収益

受取利息 44,000 42,000 2,000
雑収益 0 131,000 △ 131,000

      経常収益計 325,486,000 341,520,000 △ 16,034,000
 (2)経常費用
  1 事業費

役員報酬 8,518,000 7,685,000 833,000
給料手当 147,470,000 152,087,000 △ 4,617,000
賞与引当金繰入額 10,872,000 11,374,000 △ 502,000
退職給付費用 1,726,000 1,845,000 △ 119,000
福利厚生費 24,759,000 24,703,000 56,000
旅費交通費 1,084,000 1,610,000 △ 526,000
通信運搬費 5,680,000 5,840,000 △ 160,000
減価償却費 350,000 350,000 0
消耗品費 3,714,000 4,404,000 △ 690,000
賃借料 37,996,000 38,140,000 △ 144,000
諸謝金 7,020,000 7,340,000 △ 320,000
委託費 34,039,000 37,087,000 △ 3,048,000
その他事業費 17,696,000 22,515,000 △ 4,819,000

      事業費計 300,924,000 314,980,000 △ 14,056,000
  2 管理費

役員報酬 2,130,000 1,921,000 209,000
給料手当 5,943,000 6,025,000 △ 82,000
賞与引当金繰入額 233,000 201,000 32,000
退職給付費用 75,000 76,000 △ 1,000
福利厚生費 1,206,000 1,261,000 △ 55,000
減価償却費 44,000 44,000 0
通信運搬費 67,000 937,000 △ 870,000
賃借料 1,626,000 2,175,000 △ 549,000
諸謝金 270,000 750,000 △ 480,000
委託費 9,465,000 10,694,000 △ 1,229,000

     その他管理費 1,383,000 2,384,000 △ 1,001,000
      管理費計 22,442,000 26,468,000 △ 4,026,000
      経常費用計 323,366,000 341,448,000 △ 18,082,000
       当期経常増減額 2,120,000 72,000 2,048,000
 2. 経常外増減の部
 (1)経常外収益
      経常外収益計 0 0 0
 (2)経常外費用
      経常外費用計 0 0 0
       当期経常外増減額 0 0 0
　　　 税引前当期一般正味財産増減額 2,120,000 72,000 2,048,000
　　　 法人税、住民税及び事業税 2,120,000 72,000 2,048,000
　　　 当期一般正味財産増減額 0 0 0
       一般正味財産期首残高 199,615,000 197,914,000 1,701,000
       一般正味財産期末残高 199,615,000 197,914,000 1,701,000
Ⅱ 指定正味財産増減の部
       当期指定正味財産増減額 0
       指定正味財産期首残高 20,000,000 20,000,000 0
       指定正味財産期末残高 20,000,000 20,000,000 0
Ⅲ 正味財産期末残高 219,615,000 217,914,000 1,701,000

収　支　予　算　書

令和2年4月1日 から 令和3年3月31日 まで

科　　目 予算額 前年度予算額 増　　減 備　　　考
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(単位：円)

収益事業会計

公１ 公２ 収１

ひょうご住まい
ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業

住まいと建物の
安全・安心事業

住まいと建物に
関する総合的な

支援事業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

 1 経常増減の部

 (1)経常収益

  1 基本財産運用益

基本財産受取利息 60,000 60,000

  2 特定資産運用益

特定資産受取利息 16,000 16,000

  3 事業収益

ひょうご住まいｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業収益 30,089,000 30,089,000 30,089,000

住まいと建物の安全・安心事業収益 155,182,000 155,182,000 155,182,000
住まいと建物に関する総合的な支援事業収益 126,007,000 126,007,000

     その他の収益その他事業収益 4,088,000 4,088,000

  4 受取補助金等

受取国庫補助金 10,000,000 10,000,000

  5 雑収益

受取利息 44,000 44,000

雑収益 0 0

      経常収益計 30,089,000 155,182,000 0 185,271,000 126,007,000 14,208,000 325,486,000

 (2)経常費用

  1 事業費

役員報酬 1,065,000 5,324,000 6,389,000 2,129,000 8,518,000

給料手当 14,847,000 91,195,000 106,042,000 41,428,000 147,470,000

賞与引当金繰入額 920,000 5,643,000 6,563,000 4,309,000 10,872,000

退職給付費用 75,000 936,000 1,011,000 715,000 1,726,000

福利厚生費 3,558,000 14,261,000 17,819,000 6,940,000 24,759,000

旅費交通費 86,000 602,000 688,000 396,000 1,084,000

通信運搬費 578,000 1,008,000 1,586,000 4,094,000 5,680,000

減価償却費 0 254,000 254,000 96,000 350,000

消耗品費 495,000 1,851,000 2,346,000 1,368,000 3,714,000

賃借料 4,815,000 23,377,000 28,192,000 9,804,000 37,996,000

諸謝金 4,871,000 2,119,000 6,990,000 30,000 7,020,000

委託費 1,348,000 5,301,000 6,649,000 27,390,000 34,039,000

その他事業費 2,346,000 3,483,000 5,829,000 11,867,000 17,696,000

      事業費計 35,004,000 155,354,000 0 190,358,000 110,566,000 0 300,924,000

  2 管理費

役員報酬 2,130,000 2,130,000

給料手当 5,943,000 5,943,000

賞与引当金繰入額 233,000 233,000

退職給付費用 75,000 75,000

福利厚生費 1,206,000 1,206,000

減価償却費 44,000 44,000

通信運搬費 67,000 67,000

賃借料 1,626,000 1,626,000

諸謝金 270,000 270,000

委託費 9,465,000 9,465,000

     その他管理費 1,383,000 1,383,000

      管理費計 0 0 0 0 0 22,442,000 22,442,000

      経常費用計 35,004,000 155,354,000 0 190,358,000 110,566,000 22,442,000 323,366,000

       当期経常増減額 △ 4,915,000 △ 172,000 0 △ 5,087,000 15,441,000 △ 8,234,000 2,120,000

 2. 経常外増減の部

 (1)経常外収益

      経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0

 (2)経常外費用

      経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0

       当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0

△ 4,915,000 △ 172,000 0 △ 5,087,000 15,441,000 △ 8,234,000 2,120,000

       他会計振替額 0 0 3,598,000 3,598,000 △ 3,598,000 0 0

　　　 税引前当期一般正味財産増減額 △ 4,915,000 △ 172,000 3,598,000 △ 1,489,000 11,843,000 △ 8,234,000 2,120,000

　　　 法人税、住民税及び事業税 0 2,120,000 2,120,000

　　　 当期一般正味財産増減額 △ 4,915,000 △ 172,000 3,598,000 △ 1,489,000 9,723,000 △ 8,234,000 0

       一般正味財産期首残高 － － － － － － 199,615,000

       一般正味財産期末残高 － － － － － － 199,615,000

Ⅱ 指定正味財産増減の部

       当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0

       指定正味財産期首残高 － － － － － － 20,000,000

       指定正味財産期末残高 － － － － － － 20,000,000

Ⅲ 正味財産期末残高 － － － － － － 219,615,000

        他会計振替前当期一般正味財産増減額

収　支　予　算　書　内　訳　表

令和2年4月1日 から 令和3年3月31日 まで

公益目的事業会計

科　　目 法人会計 合　　計
小　　計共　通
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資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類 

令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日まで 

 

 

 

（１）資金調達の見込みについて 

 

   当期中に借入れの予定はありません。 

 

 

（２）設備投資の見込みについて 

 

   当期中に重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の予定はありません。 

 


